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平成 18 年 3 月期 個別中間財務諸表の概要 平成 17 年 11 月 18 日 

上場会社名 株式会社 クレディセゾン 上場取引所    東 

コード番号  8253 

（ＵＲＬ http://www.saisoncard.co.jp）  

本社所在都道府県 東京都 

 

代 表 者  代 表 取 締 役 社 長 林野 宏
責任者役職名  取締役財務経理部担当 北條 慎治
問 合 せ 先  広 報 室 長 坂本 歩 TEL:(03)3982-0700 
中間決算取締役会開催日 平成 17 年 11 月 18 日 中間配当制度の有無   有 
中間配当支払開始日 平成－年－月－日 単元株制度採用の有無  有（1単元 100 株） 
 
１．17 年 9 月中間期の業績（平成 17 年 4 月 1日～平成 17 年 9 月 30 日） 
(1) 経営成績 （単位：百万円未満切り捨て） 

 営 業 収 益 営 業 利 益      経 常 利 益      

 百万円          ％ 百万円          ％ 百万円          ％

17 年 9 月中間期 100,094     7.8 24,296     7.8 24,933     8.6 

16 年 9 月中間期 92,824     6.7 22,537     8.8 22,963     8.7 

17 年 3 月期 190,248        46,659        46,985        
 

 中間（当期）純利益 
１株当たり中間 

（当期）純利益 
 百万円          ％ 円          銭

17 年 9 月中間期 14,689     3.2 83      44 

16 年 9 月中間期 14,235    16.2 83      55 

17 年 3 月期 25,798        149      78 
（注）①期中平均株式数 17 年 9 月中間期 176,043,710 株 16 年 9 月中間期 170,387,468 株 17 年 3 月期 171,376,525 株 

②取扱高 17 年 9 月中間期 1,873,576 百万円 16 年 9 月中間期 1,590,966 百万円 17 年 3 月期 3,383,680 百万円 

                        （対前年中間期増減率 17.8％） 

   ③会計処理の方法の変更 有 

   ④営業収益、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2) 配当状況 

 
1 株当たり 

中間配当金 

1 株当たり 

年間配当金 
 円        銭 円          銭

17 年 9 月中間期 0      0 －      － 

16 年 9月中間期 0      0 －      － 

17 年 3 月期 －     － 20      00 
 
 
 
(3) 財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1株当たり株主資本

 百万円       百万円       ％        円      銭 

17 年 9 月中間期 1,384,095    317,744    23.0     1,790   66

16 年 9 月中間期 1,189,583    272,355    22.9     1,595   32

17 年 3 月期 1,290,066    298,502    23.1     1,703   39
（注）①期末発行済株式数 17 年 9 月中間期 177,445,823 株 16 年 9 月中間期 170,721,718 株 17 年 3 月期 175,164,359 株 

②期末自己株式数 17 年 9 月中間期 1,476,502 株 16 年 9 月中間期 1,450,754 株 17 年 3 月期 1,454,466 株 
 
 
２．18 年 3 月期の業績予想（平成 17 年 4 月 1日～平成 18 年 3 月 31 日） 

1 株当たり年間配当金 
 営 業 収 益 経 常 利 益      当期純利益 

期 末  
 百万円      百万円     百万円     円     銭 円     銭

通 期 214,000   50,000  15,000  22  00 22  00
（注）取扱高  4,050,000 百万円      （参考）1株当たり予想当期純利益（通期）  84 円 53 銭 

※上記予想は、本資料の発表日現在における将来の見通し、計画のもととなる前提、予測を含んで記載しております。 
 実際の業績は、今後様々な要因によって上記予想と異なる結果となる可能性があります。 
なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料 11 ページをご参照して下さい。 
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１．中間財務諸表等  
 

【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 
 

  前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 

要約貸借対照表 

(平成17年３月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円) 

構成比

(％)

(資産の部)   

Ⅰ 流動資産   

１ 現金及び預金  36,295 31,487 34,480 

２ 割賦売掛金 ※１ 857,498 1,005,410 922,420 

３ たな卸資産  1,759 1,537 1,544 

４ その他  24,189 17,019 28,346 

貸倒引当金  △34,253 △38,509 △36,696 

流動資産合計  885,490 74.4 1,016,946 73.5 950,095 73.6

Ⅱ 固定資産   

１ 有形固定資産   

(1) リース資産 ※３ 137,927 153,733 145,397 

(2) 建物 ※３ 2,123 6,149 6,234 

(3) 器具備品 ※３ 3,716 7,230 7,458 

(4) 土地  3,654 3,654 3,654 

(5) その他 ※３ 4,958 691 1,287 

有形固定資産合計  152,380 12.8 171,459 12.4 164,033 12.7

２ 無形固定資産  11,235 1.0 22,761 1.6 18,269 1.4

３ 投資その他の資産   

(1) 投資有価証券  91,929 123,359 112,789 

(2) 出資金  2,538 107 51 

(3) 長期貸付金  35,587 33,220 35,527 

(4) 差入保証金  3,206 2,812 3,085 

(5) その他  7,170 14,068 6,520 

貸倒引当金  △1,265 △1,282 △1,270 

投資その他の資産合計  139,167 11.7 172,286 12.5 156,703 12.2

固定資産合計  302,784 25.5 366,507 26.5 339,007 26.3

Ⅲ 繰延資産   

１ 社債発行費  258 291 263 

２ 開発費  1,050 350 700 

繰延資産合計  1,308 0.1 641 0.0 963 0.1

資産合計  1,189,583 100.0 1,384,095 100.0 1,290,066 100.0
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  前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 

要約貸借対照表 

(平成17年３月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円) 

構成比

(％)

(負債の部)   

Ⅰ 流動負債   

１ 支払手形  1,549 2,265 1,538 

２ 買掛金  89,174 98,124 99,007 

３ 短期借入金  251,344 245,754 244,766 

４ 一年以内に返済予定の 

長期借入金 
 26,455 64,021 55,221 

５ 一年以内に償還予定の 

社債 
 30,000 20,000 30,000 

６ 一年以内に償還予定の 

転換社債 
 6,588 ― ― 

７ コマーシャル・ペーパー  35,000 65,000 57,000 

８ 一年以内に償還予定の 

債権譲渡支払債務 
※４ ― 9,000 3,000 

９ 未払法人税等  9,036 10,199 10,202 

10 賞与引当金  1,364 1,327 1,333 

11 子会社事業整理 

支援損失引当金 
 ― 600 ― 

12 割賦利益繰延 ※２ 3,283 3,330 3,388 

13 その他  32,033 16,206 39,272 

流動負債合計  485,829 40.8 535,829 38.7 544,730 42.2

Ⅱ 固定負債   

１ 社債  140,000 170,000 140,000 

２ 長期借入金  250,274 304,323 268,573 

３ 債権譲渡支払債務 ※４ 33,000 24,000 30,000 

４ 退職給付引当金  5,916 5,742 5,804 

５ 役員退職慰労引当金  492 540 539 

６ 保証債務引当金  1,118 1,412 1,253 

７ ポイント交換引当金  ― 23,857 ― 

８ その他  596 646 664 

固定負債合計  431,397 36.3 530,521 38.3 446,833 34.7

負債合計  917,227 77.1 1,066,351 77.0 991,564 76.9
   

(資本の部)   

Ⅰ 資本金  64,292 5.4 72,254 5.2 69,526 5.4

Ⅱ 資本剰余金   

１ 資本準備金  67,703 75,660 72,933 

２ その他資本剰余金  0 0 0 

資本剰余金合計  67,703 5.7 75,660 5.5 72,933 5.6

Ⅲ 利益剰余金   

１ 利益準備金  3,020 3,020 3,020 

２ 任意積立金  114,455 135,455 114,455 

３ 中間（当期）未処分利益  23,260 24,880 34,824 

利益剰余金合計  140,735 11.8 163,355 11.8 152,299 11.8

Ⅳ その他有価証券評価差額金  3,030 0.3 9,975 0.7 7,162 0.6

Ⅴ 自己株式  △3,405 △0.3 △3,501 △0.2 △3,419 △0.3

資本合計  272,355 22.9 317,744 23.0 298,502 23.1

負債及び資本合計  1,189,583 100.0 1,384,095 100.0 1,290,066 100.0
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②【中間損益計算書】 
 

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記

番号
金額(百万円) 

百分比

(％)
金額(百万円) 

百分比

(％)
金額(百万円) 

百分比

(％)

Ⅰ 営業収益    

 １ 信販事業収益    

  (1) 総合あっせん収益   30,097 32,913  62,616

  (2) 個品あっせん収益   538 398  997

  (3) 信用保証収益   1,593 1,799  3,203

  (4) 融資収益   44,001 48,632  89,722

  (5) 業務代行収益   4,846 4,953  10,326

 ２ リース売上利益    

    リース売上高  27,943 32,147 57,750 

    リース売上原価  24,639 3,303 28,351 3,795 50,897 6,853

 ３ その他の売上利益    

    その他の売上高  2,713 1,891 5,421 

    その他の売上原価  446 2,267 180 1,711 931 4,490

 ４ 金融収益 ※１  6,177 5,889  12,037

 営業収益合計   92,824 100.0 100,094 100.0  190,248 100.0

Ⅱ 営業費用    

 １ 販売費及び一般管理費   66,443 71.6 71,214 71.1  135,402 71.2

 ２ 金融費用    

  (1) 支払利息  3,571 4,226 7,531 

  (2) その他  272 3,843 4.1 356 4,583 4.6 655 8,186 4.3

 営業費用合計   70,287 75.7 75,797 75.7  143,589 75.5

 営業利益   22,537 24.3 24,296 24.3  46,659 24.5

Ⅲ 営業外収益   679 0.7 1,084 1.1  1,079 0.6

Ⅳ 営業外費用   252 0.3 447 0.5  753 0.4

 経常利益   22,963 24.7 24,933 24.9  46,985 24.7

Ⅴ 特別利益 ※２  770 0.9 406 0.4  770 0.4

Ⅵ 特別損失 ※３  198 0.2 1,139 1.1  5,575 2.9

 税引前中間（当期）純利益   23,536 25.4 24,200 24.2  42,180 22.2

 法人税、住民税及び事業税  7,972 9,740 19,537 

 法人税等調整額  1,329 9,301 10.1 △229 9,511 9.5 △3,155 16,382 8.6

 中間(当期)純利益   14,235 15.3 14,689 14.7  25,798 13.6

 前期繰越利益   9,025 10,190  9,025

 中間(当期)未処分利益   23,260 24,880  34,824
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 

前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評

価方法 

(1) 有価証券 

 ① 子会社株式及び関連会社

株式 

   移動平均法による原価法

(1) 有価証券 

 ① 子会社株式及び関連会社

株式 

同左 

(1) 有価証券 

 ① 子会社株式及び関連会社

株式 

同左 

  ② その他有価証券 

   時価のあるもの 

    中間期末日の市場価格

等に基づく時価法 

(評価差額は、全部資本

直入法により処理し、

売却原価は、移動平均

法により算定しており

ます。) 

   時価のないもの 

    移動平均法による原価

法 

 ② その他有価証券 

   時価のあるもの 

      同左 

 

 

 

 

 

 

   時価のないもの 

    移動平均法による原価

法 

    なお、投資事業有限責

任組合及びそれに類す

る組合への出資(証券

取引法第２条第２項に

より有価証券とみなさ

れるもの)については、

組合契約に規定される

決算報告日に応じて入

手可能な最近の決算書

を基礎とし、持分相当

額を純額で取り込む方

法によっております。

 ② その他有価証券 

   時価のあるもの 

    決算期末日の市場価格

等に基づく時価法 

    (評価差額は、全部資本

直入法により処理し、

売却原価は、移動平均

法により算定しており

ます。) 

   時価のないもの 

      同左 

 (2) デリバティブ 

   時価法 

(2) デリバティブ 

同左 

(2) デリバティブ 

同左 

 (3) たな卸資産 

商品 

 個別法による原価法 

貯蔵品 

 最終仕入原価法 

(3) たな卸資産 

同左 

(3) たな卸資産 

同左 

２ 固定資産の償却方法 (1) 有形固定資産 

定額法によっております。

但し、リース資産について

はリース契約期間を耐用

年数としております。 

 

(1) 有形固定資産 

同左 

(1) 有形固定資産 

  定額法によっております。

なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に

規定する方法と同一の基準

によっております。 

  但し、リース資産について

はリース契約期間を耐用年

数としております。 

 (2) 無形固定資産 

  定額法によっております。

  なお、ソフトウェアについ

ては、利用可能期間(５年)

に基づく定額法によってお

ります。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

  定額法によっております。

なお、耐用年数については、

法人税法に規定する方法と

同一の基準によっておりま

す。 

  但し、ソフトウェアについ

ては、利用可能期間(５年)

に基づく定額法によってお

ります。 
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項目 

前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

３ 繰延資産の処理方法 (1) 社債発行費 

商法施行規則に規定する最

長期間（３年）にわたり均

等償却しております。 

(1) 社債発行費 

同左 

(1) 社債発行費 

同左 

 (2) 開発費 

新規カード会員開拓のため

に特別に支出した提携一時

金については、開発費とし

て繰延資産に計上し、商法

施行規則に規定する最長期

間（５年）にわたり均等償

却しております。 

(2) 開発費 

同左 

(2) 開発費 

同左 

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

割賦売掛金等の諸債権の

貸倒損失に備えるため、一

般債権及び要注意先債権

に相当する債権について

は、一定の種類毎に分類

し、過去の一定期間におけ

る各々の貸倒実績から算

出した貸倒実績率に基づ

き引当てており、破産更生

債権等については、回収不

能見込相当額を計上して

おります。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する

賞与の支出に備えるため、

支給見込額のうち当中間

会計期間における負担額

を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞

与の支出に備えるため、支

給見込額のうち当事業年度

における負担額を計上して

おります。 

 (3)    ――――― (3) 子会社事業整理支援損失 

引当金 

子会社の事業整理支援損

失の負担に備えるため、事

業整理時に見込まれる損

失額を計上しております。

(3)    ――――― 

 (4) 退職給付引当金 

従業員に対する退職給付

の支出に備えるため、当事

業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計

期間末において発生して

いると認められる額を計

上しております。 

過去勤務債務及び数理計

算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(10

年)による定額法により、

過去勤務債務はその発生

時から、数理計算上の差異

は翌期から費用処理して

おります。 

(4) 退職給付引当金 

同左 

 

 

(4) 退職給付引当金 

従業員に対する退職給付の

支出に備えるため、当事業

年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に

基づき計上しております。

過去勤務債務及び数理計算

上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(10年)に

よる定額法により、過去勤

務債務はその発生時から、

数理計算上の差異は翌期か

ら費用処理しております。

 (5) 役員退職慰労引当金 

役員に対する退職慰労金

の支出に備えるため、内規

に基づく中間会計期間末

要支給見積額を計上して

おります。 

(5) 役員退職慰労引当金 

同左 

(5) 役員退職慰労引当金 

役員に対する退職慰労金の

支出に備えるため、内規に

基づく期末要支給見積額を

計上しております。 
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項目 

前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

 (6) 保証債務引当金 

保証債務のうち提携金融

機関が行っている個人向

ローンに係る保証債務に

ついて将来発生する危険

負担に備えるため、将来発

生すると見込まれる損失

見込額を、実績率等を勘案

して保証債務引当金とし

て計上しております。 

(6) 保証債務引当金 

同左 

(6) 保証債務引当金 

      同左 

 (7)    ――――― (7) ポイント交換引当金 

クレジットカードの利用

促進を目的としてカード

会員に提供しているポイ

ント制度における将来の

交換費用の支出に備える

ため、交換実績等に基づき

将来発生すると見込まれ

る交換費用負担額を計上

しております。 

（会計方針の変更） 

  ポイント制度における将来

の交換費用については、従

来、期末のポイント残高を

基礎に算出し、未払費用と

して計上しておりました

が、ポイントの有効期限が

無期限となり交換が見込ま

れないポイント残高が増加

したことから、交換費用負

担額のより合理的な算定を

行うため、交換費用の見積

方法を再検討した結果、当

中間会計期間より交換が見

込まれる期末のポイント残

高を基礎に算出し、「ポイ

ント交換引当金」として計

上することとしました。ま

た、ポイント発生から交換

までの期間が長期化してい

ることから、当該引当金に

ついては固定負債に計上し

ております。 

この結果、従来の方法に比

較して、営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益は

それぞれ542百万円増加し

ております。 

なお、前事業年度までに「そ

の他」(流動負債)に計上し

たポイント制度に係る未払

費用20,986百万円について

は「ポイント交換引当金」

へ振り替えております。ま

た、前中間会計期間の当該

未払費用の金額は17,612百

万円であります。 

 

(7)    ――――― 
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項目 

前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

５ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

同左 同左 

６ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

  ヘッジ会計の要件を満たす

取引については繰延ヘッジ

処理によっております。 

なお、特例処理の要件を満

たす金利スワップについて

は特例処理、振当処理の要

件を満たす通貨スワップに

ついては振当処理によって

おります。 

(1) ヘッジ会計の方法 

      同左 

(1) ヘッジ会計の方法 

      同左 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段 

   金利スワップ及び通貨ス

ワップ 

  ヘッジ対象 

   借入金及び社債 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 (3) ヘッジ方針 

  財務活動に係る金利リスク

及び為替リスクをヘッジす

る目的に限定し、デリバテ

ィブ取引を行っておりま

す。 

  なお、デリバティブ取引の

相手先は、格付けの高い金

融機関に限定しておりま

す。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

(3) ヘッジ方針 

同左 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジ対象のキャッシュ・

フロー変動の累計又は相場

変動とヘッジ手段のキャッ

シュ・フロー変動の累計又

は相場変動を半期ごとに比

較し、両者の変動額等を基

礎にして、ヘッジ有効性を

評価しております。但し、

特例処理によっている金利

スワップについては、有効

性の評価を省略しておりま

す。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 
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項目 

前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

７ その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のた

めの基本となる重要な

事項 

   

 (1) 収益の計上基準 収益の計上は、次の方法によっ

ております。 

 (1) 総合あっせん 

   顧客手数料 

     残債方式または７・

８分法 

   加盟店手数料 

     期日到来基準 

 (2) 個品あっせん 

   顧客手数料 

     残債方式または７・

８分法 

   加盟店手数料 

     期日到来基準 

 (3) 信用保証 

     残債方式 

 (4) 融資 

     残債方式 

 (5) 業務代行 

     取扱高発生基準 

 (6) リース 

     リース期間経過基準

 (7) 商品販売 

     販売基準 

収益の計上は、次の方法によっ

ております。 

 (1) 総合あっせん 

同左 

 

 

 

 

 (2) 個品あっせん 

同左 

 

 

 

 

 (3) 信用保証 

同左 

 (4) 融資 

同左 

 (5) 業務代行 

同左 

 (6) リース 

同左 

 (7) 商品販売 

同左 

収益の計上は、次の方法によっ

ております。 

 (1) 総合あっせん 

同左 

 

 

 

 

 (2) 個品あっせん 

同左 

 

 

 

 

 (3) 信用保証 

同左 

 (4) 融資 

同左 

 (5) 業務代行 

同左 

 (6) リース 

同左 

 (7) 商品販売 

同左 

 (2) 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は税抜方式

で計上しております。但し、固

定資産に係る控除対象外消費税

等は長期前払消費税等として、

投資その他の資産の「その他」

に計上し、均等償却しておりま

す。 

なお、仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺のうえ、流動資産

の「その他」に含めて表示して

おります。 

同左 消費税等の会計処理は税抜方式

で計上しております。但し、固

定資産に係る控除対象外消費税

等は長期前払消費税等として、

投資その他の資産の「その他」

に計上し、均等償却しておりま

す。 
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表示方法の変更 

前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

――――― 貸借対照表関係 

「証券取引法等の一部を改正する法律」(平成 16 年法律第 97

号)が平成 16 年６月９日に公布され、平成 16 年 12 月１日よ

り適用となること及び「金融商品会計に関する実務指針」(会

計制度委員会報告第 14号)が平成 17年２月 15日付で改正さ

れたことに伴い、当中間会計期間から投資事業有限責任組合

及びそれに類する組合への出資(証券取引法第 2 条第 2 項に

より有価証券とみなされるもの)を投資有価証券として表示

する方法に変更いたしました。 

なお、当中間会計期間の投資有価証券に含まれる当該出資の

額は6,146百万円であり、前中間会計期間の出資金に含まれる

当該出資の額は2,486百万円であります。 

損益計算書関係 

「商品売上高」「商品売上原価」「商品販売利益」は前中間

会計期間まで区分表示しておりましたが、金額的重要性が乏

しくなったため、当中間会計期間より「その他の売上高」「そ

の他の売上原価」「その他の売上利益」に含めて表示してお

ります。 

なお、当中間会計期間の「その他の売上高」「その他の売上

原価」「その他の売上利益」に含まれる「商品売上高」「商

品売上原価」「商品販売利益」はそれぞれ228百万円、186百

万円、42百万円であります。 

――――― 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度末 

(平成17年３月31日) 

※１ 割賦売掛金残高は次のとおりであ 

ります。 

(1) 割賦売掛金残高の内訳 

部門別  金額 

総合あっせん  394,111百万円

個品あっせん  9,452百万円

信用保証  237百万円

融資  439,163百万円

業務代行  9,312百万円

リース  5,208百万円

その他  13百万円

計  857,498百万円
 
  商品販売に係る割賦売掛金は前中間

会計期間までは区分表示しておりま

したが、金額的重要性が乏しくなっ

たため、当中間会計期間より「その

他」の区分として表示しております。 

※１ 割賦売掛金残高は次のとおりであ

ります。 

(1) 割賦売掛金残高の内訳 

部門別 金額 

総合あっせん 448,240百万円

個品あっせん 7,052百万円

信用保証 297百万円

融資 528,292百万円

業務代行 15,492百万円

リース 6,035百万円

その他 0百万円

計 1,005,410百万円
 
   

※１ 割賦売掛金残高は次のとおりであ

ります。 

(1) 割賦売掛金残高の内訳 

部門別  金額 

総合あっせん  418,025百万円

個品あっせん  8,670百万円

信用保証  258百万円

融資  476,456百万円

業務代行  13,471百万円

リース  5,535百万円

その他  1百万円

計  922,420百万円
 
  商品販売に係る割賦売掛金は前事業

年度までは区分表示しておりました

が、金額的重要性が乏しくなったた

め、当事業年度より「その他」の区

分として表示しております。 

(2) 当中間会計期間末において、流動化

している割賦売掛金残高は次のとお

りであります。 

カードショッピング(総合あっせん) 

 リボルビング払い債権 

40,398百万円 

 １回払い債権 

50,000百万円 

カードキャッシング(融資) 

 リボルビング払い債権 

28,735百万円 

  なお、割賦売掛金に含まれている流

動化に伴う信託受益権及び未収金債

権は次のとおりであります。 

カードショッピング(総合あっせん) 

 リボルビング払い債権 

12,014百万円 

 １回払い債権 

106,500百万円 

カードキャッシング(融資) 

 リボルビング払い債権 

19,056百万円  

(2) 当中間会計期間末において、流動化

している割賦売掛金残高は次のとお

りであります。 

カードショッピング(総合あっせん)

 リボルビング払い債権 

40,398百万円

 １回払い債権 

50,000百万円

カードキャッシング(融資) 

 リボルビング払い債権 

28,735百万円

  なお、割賦売掛金に含まれている流

動化に伴う信託受益権及び未収金債

権は次のとおりであります。 

カードショッピング(総合あっせん)

 リボルビング払い債権 

12,733百万円

 １回払い債権 

100,785百万円

カードキャッシング(融資) 

 リボルビング払い債権 

18,114百万円
  

(2) 当事業年度末において、流動化して

いる割賦売掛金残高は次のとおりで

あります。 

カードショッピング(総合あっせん)

 リボルビング払い債権 

40,400百万円

 １回払い債権 

50,000百万円

カードキャッシング(融資) 

 リボルビング払い債権 

28,750百万円

  なお、割賦売掛金に含まれている流

動化に伴う信託受益権及び未収金債

権は次のとおりであります。 

カードショッピング(総合あっせん)

 リボルビング払い債権 

15,811百万円

 １回払い債権 

98,326百万円

カードキャッシング(融資) 

 リボルビング払い債権 

15,515百万円 

また、前中間会計期間末及び前事業

年度末において流動化している割賦

売掛金残高は次のとおりでありま

す。 

【前中間会計期間末】 

カードショッピング(総合あっせん) 

 リボルビング払い債権 

40,398百万円 

 １回払い債権 

70,000百万円 
 

【前事業年度末】 

カードショッピング(総合あっせん) 

 リボルビング払い債権 

40,400百万円 

 １回払い債権 

50,000百万円 

  

 また、前事業年度末において流動化

している割賦売掛金残高は次のとお

りであります。 

カードショッピング(総合あっせん)

 リボルビング払い債権 

40,400百万円

 １回払い債権 

50,000百万円
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前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度末 

(平成17年３月31日) 

※２ 部門別の割賦利益繰延残高は次の

とおりであります。 

前期末 
残高 

当中間 
期 
受入額 

当中間 
期 
実現額 

当中間 
期末 
残高 

部門別 

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) 

総合あっ

せん 
2,533 20,085 20,074 

〔2,462〕

2,544 

個品あっ

せん 
912 284 458 

〔192〕

738 

信用保証 0 － 0 0 

計 3,446 20,370 20,533 
〔2,654〕

3,283 

(注) 当中間期末残高の〔 〕内は、加

盟店手数料であり内書きでありま

す。 

※２ 部門別の割賦利益繰延残高は次の

とおりであります。 

前期末

残高

当中間

期 
受入額

当中間

期 
実現額

当中間

期末

残高
部門別

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

総合あっ

せん 
2,704 22,284 22,227

〔2,660〕

2,761

個品あっ

せん 
683 221 335

〔161〕

568

信用保証 0 － 0 0

計 3,388 22,505 22,563
〔2,821〕

3,330

(注) 当中間期末残高の〔 〕内は、加

盟店手数料であり内書きでありま

す。 

※２ 部門別の割賦利益繰延残高は次の

とおりであります。 

前期末 
残高 

当期 
受入額 

当期 
実現額 

当期末

残高部門別

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

総合あっ

せん 
2,533 42,549 42,377 

〔2,603〕

2,704

個品あっ

せん 
912 617 847 

〔181〕

683

信用保証 0 － 0 0

計 3,446 43,167 43,224 
〔2,785〕

3,388

(注) 当期末残高の〔 〕内は、加盟店

手数料であり内書きであります。

※３ 有形固定資産の減価償却累計額 

88,718百万円 
※３ 有形固定資産の減価償却累計額 

101,345百万円

※３ 有形固定資産の減価償却累計額 

93,388百万円

※４ 「一年以内に償還予定の債権譲渡

支払債務」及び「債権譲渡支払債

務」は、「特定債権等に係る事業

の規制に関する法律」に基づくも

のであります。 

※４     同左 ※４     同左 
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前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度末 

(平成17年３月31日) 

 ５ 偶発債務 

 (1) 債務保証 

１ 提携金融機関が行っている 

個人向ローンに係る顧客 

74,931百万円 

２ 提携金融機関が行っている 

絵画担保融資に係る顧客 

1,489百万円 

３ ㈱ローソン・シーエス・カード 

5,310百万円 

４ ㈱セゾンファンデックス 

89,447百万円 

計 171,178百万円
  

 ５ 偶発債務 

 (1) 債務保証 

１ 提携金融機関が行っている 

個人向ローンに係る顧客 

80,203百万円

２ 提携金融機関が行っている 

絵画担保融資に係る顧客 

1,384百万円

３ ㈱ローソン・シーエス・カード

8,670百万円

計 90,257百万円
  

 ５ 偶発債務 

 (1) 債務保証 

１ 提携金融機関が行っている 

個人向ローンに係る顧客 

75,401百万円

２ 提携金融機関が行っている 

絵画担保融資に係る顧客 

1,437百万円

３ ㈱ローソン・シーエス・カード

7,185百万円

４ ㈱セゾンファンデックス 

92,829百万円

計 176,853百万円

  

 (2) 連帯債務 

     会社分割により㈱ウラクアオヤマ

に承継した預り保証金等に関し返

還義務が生じた場合の債務につい

て債権者に対し連帯債務を負って

おりますが、負担割合は㈱ウラク

アオヤマ100％とすることで同社

と合意しており、貸借対照表に連

帯債務の金額は計上しておりませ

ん。 

     なお、当中間会計期間末における

連帯債務残高は1,403百万円であ

ります。 

     また、㈱ヘルスパークは平成16年

８月１日より㈱ウラクアオヤマに

商号変更しております。 

 

 (2) 連帯債務 

     会社分割により㈱ウラクアオヤマ

に承継した預り保証金等に関し返

還義務が生じた場合の債務につい

て債権者に対し連帯債務を負って

おりますが、負担割合は㈱ウラク

アオヤマ100％とすることで同社

と合意しており、貸借対照表に連

帯債務の金額は計上しておりませ

ん。 

     なお、当中間会計期間末における

連帯債務残高は1,380百万円であ

ります。 

 

 (2) 連帯債務 

     会社分割により㈱ウラクアオヤマ

に承継した預り保証金等に関し返

還義務が生じた場合の債務につい

て債権者に対し連帯債務を負って

おりますが、負担割合は㈱ウラク

アオヤマ100％とすることで同社

と合意しており、貸借対照表に連

帯債務の金額は計上しておりませ

ん。 

     なお、当事業年度末における連帯

債務残高は1,390百万円でありま

す。 

     また、㈱ヘルスパークは平成16年

８月１日より㈱ウラクアオヤマに

商号変更しております。 

  

 ６ 当社において、クレジットカード

業務に附帯するキャッシングサー

ビス及びカードローン業務等を行

っております。当該業務における

貸出コミットメントに準ずる貸出

未実行額は次のとおりでありま

す。 

利用限度 

額の総額 5,600,889百万円

貸出実行 

残高 406,772百万円

差引額 5,194,117百万円

   なお、上記の貸出コミットメント

に準ずる契約においては、その殆

どがクレジットカードの附帯機能

であるキャッシングサービスとし

て当社の会員に付与しているもの

であるため、必ずしも貸出未実行

額の全額が貸出実行されるもので

はありません。 

   また、上記には流動化しているカ

ードキャッシングリボルビング払

い債権に係る金額が含まれており

ます。 

 

 ６ 当社において、クレジットカード

業務に附帯するキャッシングサー

ビス及びカードローン業務等を行

っております。当該業務における

貸出コミットメントに準ずる貸出

未実行額は次のとおりでありま

す。 

利用限度 

額の総額 5,941,980百万円

貸出実行 

残高 426,717百万円

差引額 5,515,263百万円

   なお、上記の貸出コミットメント

に準ずる契約においては、その殆

どがクレジットカードの附帯機能

であるキャッシングサービスとし

て当社の会員に付与しているもの

であるため、必ずしも貸出未実行

額の全額が貸出実行されるもので

はありません。 

   また、上記には流動化しているカ

ードキャッシングリボルビング払

い債権に係る金額が含まれており

ます。 

 

 ６ 当社において、クレジットカード

業務に附帯するキャッシングサー

ビス及びカードローン業務等を行

っております。当該業務における

貸出コミットメントに準ずる貸出

未実行額は次のとおりでありま

す。 

利用限度 

額の総額 5,749,975百万円

貸出実行 

残高 407,900百万円

差引額 5,342,075百万円

   なお、上記の貸出コミットメント

に準ずる契約においては、その殆

どがクレジットカードの附帯機能

であるキャッシングサービスとし

て当社の会員に付与しているもの

であるため、必ずしも貸出未実行

額の全額が貸出実行されるもので

はありません。 

   また、上記には流動化しているカ

ードキャッシングリボルビング払

い債権に係る金額が含まれており

ます。 
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(中間損益計算書関係) 

前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

※１ 金融収益のうち、営業債権流動化

に伴い当社が保有した信託受益権

の配当金4,176百万円が含まれて

おります。 

   また、営業債権流動化に係る売却

益が1,649百万円含まれておりま

す。 

※１ 金融収益のうち、営業債権流動化

に伴い当社が保有した信託受益権

の配当金5,363百万円が含まれて

おります。 

※１ 金融収益のうち、営業債権流動化

に伴い当社が保有した信託受益権

の配当金9,538百万円が含まれて

おります。 

   また、営業債権流動化に係る売却

益が1,649百万円含まれておりま

す。 

※２ 特別利益の主要項目 

  投資有価証券売却益 

552百万円

  退職給付制度改定に伴う利益 

217百万円

当社は、確定給付型の退職金制

度として企業年金基金制度及び

退職一時金制度を設けておりパ

レット企業年金基金に加入して

おりましたが、平成16年６月１

日付でパレット企業年金基金か

ら分割し、クレディセゾングル

ープ企業年金基金を設立しまし

た。なお、当社は、平成16年10

月１日付で従来の確定給付型の

退職金制度からキャッシュバラ

ンスプランへ、また、確定拠出

年金法の施行に伴い、将来分の

一部を確定拠出企業年金制度及

び退職金前払制度（選択制）へ

移行しました。 

この制度改定に伴い、「退職給

付制度間の移行等に関する会計

処理」（企業会計基準適用指針

第１号）を適用し、「退職給付

制度改定に伴う利益」を当中間

会計期間の特別利益に計上して

おります。   

※２ 特別利益の主要項目 

  投資有価証券売却益 

406百万円

 
  

※２ 特別利益の主要項目 

  投資有価証券売却益 

552百万円

  退職給付制度改定に伴う利益

217百万円

当社は、確定給付型の退職金制

度として企業年金基金制度及び

退職一時金制度を設けておりパ

レット企業年金基金に加入して

おりましたが、平成16年６月１

日付でパレット企業年金基金か

ら分割し、クレディセゾングル

ープ企業年金基金を設立しまし

た。なお、当社は、平成16年10

月１日付で従来の確定給付型の

退職金制度からキャッシュバラ

ンスプランへ、また、確定拠出

年金法の施行に伴い、将来分の

一部を確定拠出企業年金制度及

び退職金前払制度（選択制）へ

移行しました。 

この制度改定に伴い、「退職給

付制度間の移行等に関する会計

処理」（企業会計基準適用指針

第１号）を適用し、「退職給付

制度改定に伴う利益」を当事業

年度の特別利益に計上しており

ます。   

※３ 特別損失の主要項目 

  投資有価証券評価損 

165百万円

   

※３ 特別損失の主要項目 

 子会社事業整理支援損 

1,100百万円

  子会社事業整理支援損の内訳は 

  次のとおりであります。 

貸倒引当金繰入額 500 百万円

 子会社事業整理支援

損失引当金繰入額 
600 百万円

 計 1,100 百万円

  

※３ 特別損失の主要項目 

  固定資産除却損 

 574百万円

  投資有価証券評価損 

 4,761百万円 

 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 16,919百万円 

無形固定資産 1,594百万円 

計 18,513百万円 
  

 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 19,716百万円

無形固定資産 2,955百万円

計 22,672百万円
  

 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 35,199百万円

無形固定資産 3,592百万円

計 38,792百万円
  

 なお、減価償却実施額のうち、リー

ス売上原価及びその他の売上原価に

含まれている実施額は次のとおりで

あります。 

リース売上原価 16,584百万円

その他の売上原価 23百万円 

 なお、減価償却実施額のうち、リー

ス売上原価及びその他の売上原価に

含まれている実施額は次のとおりで

あります。 

リース売上原価 19,416百万円

その他の売上原価 23百万円

  

 なお、減価償却実施額のうち、リー

ス売上原価及びその他の売上原価に

含まれている実施額は次のとおりで

あります。 

リース売上原価 34,454百万円

その他の売上原価 46百万円 

 



 

- 59 - 

 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

 ５ 部門別取扱高 

   部門別取扱高は次のとおりであり

ます。 

   なお、( )内は元本取扱高であり

ます。 

部門別 
金額 

(百万円) 

総合あっせん 
993,200 

(993,104)

個品あっせん 
4,603 

(4,392)

信用保証 
15,087 

(15,087)

融資 
289,949 

(289,949)

業務代行 
242,213 

(242,213)

リース 41,988 

その他 3,924 

計 1,590,966 

 

   「商品販売」に係る取扱高は前中

間会計期間まで区分表示しており

ましたが、金額的重要性が乏しく

なったため、当中間会計期間より

「その他」の取扱高に含めて表示

しております。 

なお、当中間会計期間の「その他」

の取扱高に含まれる「商品販売」

に係る取扱高は228百万円であり

ます。 

 

 ５ 部門別取扱高 

   部門別取扱高は次のとおりであり

ます。 

   なお、( )内は元本取扱高であり

ます。 

部門別 
金額 

(百万円) 

総合あっせん 
1,112,827

(1,112,711)

個品あっせん 
3,222

(3,048)

信用保証 
26,559

(26,559)

融資 
326,222

(326,222)

業務代行 
353,996

(353,996)

リース 46,190

その他 4,558

計 1,873,576

 
    

 ５ 部門別取扱高 

   部門別取扱高は次のとおりであり

ます。 

   なお、( )内は元本取扱高であり

ます。 

部門別 
金額 

(百万円) 

総合あっせん 
2,078,116

(2,077,891)

個品あっせん 
9,440

(8,972)

信用保証 
36,179

(36,179)

融資 
592,358

(592,358)

業務代行 
576,270

(576,270)

リース 82,998

その他 8,316

計 3,383,680

 

   「商品販売」に係る取扱高は前事

業年度まで区分表示しておりまし

たが、金額的重要性が乏しくなっ

たため、当事業年度より「その他」

の取扱高に含めて表示しておりま

す。 

なお、当事業年度の「その他」の

取扱高に含まれる「商品販売」に

係る取扱高は578百万円でありま

す。 
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(リース取引関係) 

前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

○ リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引に係る注記 

１ 借主側 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高

相当額 

 
取得価額 
相当額 
 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末 
残高 
相当額 
(百万円) 

建物 1,638 615 1,023 

器具 
備品 

2,614 874 1,740 

合計 4,253 1,489 2,763 
 

○ リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引に係る注記 

１ 借主側 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高

相当額 

 
取得価額

相当額
 

(百万円)

減価償却

累計額

相当額

(百万円)

中間期末

残高 
相当額

(百万円)

建物 1,512 722 789

器具 
備品 

3,161 1,271 1,889

合計 4,673 1,994 2,679

  

○ リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引に係る注記 

１ 借主側 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当

額 

 
取得価額 
相当額 
 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高

相当額
 

(百万円)

建物 1,514 603 911

器具 
備品 

3,169 982 2,187

合計 4,684 1,585 3,098
 

 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額 

１年以内 744百万円 

１年超 2,086百万円 

計 2,831百万円  

 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額

１年以内 812百万円

１年超 1,970百万円

計 2,782百万円 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 835百万円

１年超 2,359百万円

計 3,194百万円

  

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 

① 支払リース料 425百万円

② 減価償却費相当額 385百万円

③ 支払利息相当額 46百万円
 

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 

① 支払リース料 461百万円

② 減価償却費相当額 421百万円

③ 支払利息相当額 47百万円
 

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 

① 支払リース料 890百万円

② 減価償却費相当額 827百万円

③ 支払利息相当額 98百万円
 

 (4) 減価償却費相当額及び利息相当額の

算定方法 

  ・減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

  ・利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

 (4) 減価償却費相当額及び利息相当額の

算定方法 

同左 

 (4) 減価償却費相当額及び利息相当額の

算定方法 

同左 
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前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

２ 貸主側 

 (1) リース物件の取得価額、減価償却累

計額及び中間期末残高 

 
取得価額 
 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
(百万円) 

中間期末 
残高 
(百万円) 

リース 
資産 

218,295 80,367 137,927 

無形 
固定資産 

3,988 1,004 2,984 

合計 222,283 81,371 140,911 

  

２ 貸主側 

 (1) リース物件の取得価額、減価償却累

計額及び中間期末残高 

 
取得価額
 

(百万円)

減価償却

累計額

(百万円)

中間期末

残高 
(百万円)

リース 
資産 

247,713 93,979 153,733

無形 
固定資産

10,294 2,104 8,189

合計 258,008 96,084 161,923

  

２ 貸主側 

 (1) リース物件の取得価額、減価償却累

計額及び期末残高 

 
取得価額 
 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
(百万円) 

期末残高
 

(百万円)

リース 
資産 

232,510 87,112 145,397

無形 
固定資産

6,139 1,352 4,787

合計 238,649 88,464 150,185

  

 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額 

１年以内 32,215百万円

１年超 114,702百万円

計 146,918 百万円 

 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額

１年以内 37,798百万円

１年超 130,966百万円

計 168,765百万円 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 34,810百万円

１年超 121,964百万円

計 156,775百万円 

(注) 上記金額には「特定債権等に係る

事業の規制に関する法律」に基づ

き譲渡したリース契約債権が含

まれております。 

(注)      同左 (注)      同左 

(3) 受取リース料、減価償却費及び受取

利息相当額 

① 受取リース料 19,650百万円 

② 減価償却費 16,584百万円 

③ 受取利息相当額 4,108百万円 
 

 (3) 受取リース料、減価償却費及び受取

利息相当額 

① 受取リース料 22,950百万円

② 減価償却費 19,416百万円

③ 受取利息相当額 4,650百万円
 

 (3) 受取リース料、減価償却費及び受取

利息相当額 

① 受取リース料 40,809百万円

② 減価償却費 34,454百万円

③ 受取利息相当額 8,482百万円
 

 (4) 利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の取得価

額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法に

よっております。 

 (4) 利息相当額の算定方法 

同左 

 (4) 利息相当額の算定方法 

同左 

 

○ オペレーティング・リース取引に係る 

注記 

   借主側 

    未経過リース料 

１年以内 256百万円

１年超 163百万円

計 419百万円 

 

○ オペレーティング・リース取引に係る 

注記 

   借主側 

    未経過リース料 

１年以内 82百万円

１年超 88百万円

計 170百万円
  

 

○ オペレーティング・リース取引に係る 

注記 

   借主側 

    未経過リース料 

１年以内 181百万円

１年超 76百万円

計 258百万円 
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(有価証券関係) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 

前中間会計期間末(平成 16 年９月 30 日) 

 

種類 
中間貸借対照表計上額 

(百万円) 
時価(百万円) 差額(百万円) 

関連会社株式 2,649 5,501 2,851

 
当中間会計期間末(平成 17 年９月 30 日) 

 

種類 
中間貸借対照表計上額 

(百万円) 
時価(百万円) 差額(百万円) 

関連会社株式 2,649 5,099 2,449

 
前事業年度末(平成 17 年３月 31 日) 

 

種類 
貸借対照表計上額 

(百万円) 
時価(百万円) 差額(百万円) 

関連会社株式 2,649 6,772 4,122
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(重要な後発事象) 

前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

――――― 当社は、平成17年11月9日開催の取締役会に

おいて、平成18年1月1日を期して、ユーシー

カード株式会社と合併することを決議し、同

日「合併契約書」を締結いたしました。 
 
(1)合併の相手会社の概要 

名称     ユーシーカード株式会社 

住所     東京都港区台場二丁目３番２号

代表者の氏名 代表取締役社長 山本光介 

資本金    3,823百万円 

事業内容   クレジットカード業 
 
営業収益及び当期純利益(平成17年3月期) 

 営業収益 72,308百万円 

 当期純利益 3,764百万円 

資産、負債、資本の状況(平成17年3月末現在)

 資産合計 334,000百万円 

 負債合計 294,248百万円 

 資本合計 39,752百万円 

従業員数(平成17年3月末現在) 

  1,152名 

なお、ユーシーカード株式会社は平成17年4

月に信用保証事業を売却し、また、平成17

年10月1日付にてUC会員事業会社と加盟

店・プロセシング事業会社(ユーシーカード

株式会社 本社 東京都千代田区 代表取締

役社長 山城興英)に会社分割を行っており

ます。なお、今回の合併対象はUC会員事業

会社であり、加盟店・プロセシング事業会

社につきましては引き続き株式会社みずほ

フィナンシャルグループの連結子会社とな

ります。 
 
(2)合併の目的 

当社は株式会社みずほフィナンシャルグ

ループ、株式会社みずほ銀行及びユーシー

カード株式会社とクレジットカード事業

における戦略的業務提携を行うことで合

意。その一環として、当社は加盟店・プロ

セシング事業分割後のユーシーカード株

式会社（UC 会員事業会社）と合併いたしま

す。 

これにより、「《セゾン》カード」と「UC

カード」の両ブランドを取扱い、「流通系」

と「銀行系」のサービス機能を最大限に活

用することで、規模のメリットを活かした

積極的な営業展開及び加速的事業発展を

図り、お客様から圧倒的に支持される業界

最大のイシュア事業会社を目指してまい

ります。 
 

(3)合併の方法 

当社を存続会社とする吸収合併で、ユーシ

ーカード株式会社(UC 会員事業会社)は解

散します。 

なお、本合併は産業活力再生特別措置法第

12 条の 7第 1 項及び商法 413 条の 3第 1

項の規定により、商法 408 条第 1項に定め

る当社株主総会の承認を要さない簡易合

併であります。 

また、本合併においては、関係当局の認

定を前提として、産業活力再生特別措置

法第12条の9第１項に基づき、新株の発行

に代えて、ユーシーカード株式会社の普

通株式１株につき金8,900円の金銭を交

付いたします。 

――――― 
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前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

 (4)合併契約の要旨 

①合併 

 株式会社クレディセゾン(以下「甲」とい

う。)とユーシーカード株式会社(UC会員

事業会社。以下「乙」という。)は合併し

て、甲は存続し、乙は解散する(以下「本

契約」という。)。 
 
②合併に際して発行する株式 

  甲は、本合併に際して新株の発行を行わ

ない。 
 
③増加すべき資本金及び準備金 

  甲が本合併により増加すべき資本金及び

資本準備金の額は、次のとおりとする。

但し、合併期日における乙の資産及び負

債の状態等により、甲乙協議の上、これ

を変更することができる。 

  １ 資本金 

     0円 

  ２ 資本準備金 

     商法第288条ノ2第1項第5号の超過額

(但し、甲が保有する乙の株式の価額

を除く。) 
 
④合併承認総会 

 １ 乙は、平成17年11月25日に、乙の臨時

株主総会を開催し、本契約締結の承認

及び合併に必要な事項に関する決議を

求める。ただし、合併手続の進行上必

要があるときは、甲乙協議の上、この

期日を変更することができる。 

 ２ 甲は、産業活力再生特別措置法第12条

の7第1項及び商法第413条の3第1項の

規定により、本契約につき商法第408

条第1項に定める株主総会の承認を得

ずに本合併を行う。 
 
⑤合併期日 

 合併期日は、平成18年1月1日とする。た

だし、合併手続の進行上必要があるとき

は、甲乙協議の上、これを変更すること

ができる。 
 
⑥会社財産の承継 

 乙は、平成17年9月30日現在の貸借対照

表、その他同日現在の計算を基礎とし、

これに合併期日に至るまでの増減を加除

した資産及び負債並びに権利義務の一切

を、合併期日において甲に引き継ぎ、甲

はこれを承継する。 

 

 

 

 


